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OECD-LEED シンポジウム 

「地域再活性化のためのスキル訓練環境：
高齢化社会における雇用可能性向上のた
めの職業教育訓練（VET）と高等教育」 

１２．１２．２０１３（むすびわざ館） 

京都産業大学法学部 中谷真憲 
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大学生の採用にあたって重視する素質・態度、知識・能力 
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（2011年度経団連調査） 
〔調査全体の回答数〕596社 
・経団連会員企業310社（回答率：24.2％） 
・非経団連会員企業：286社 
（本項目の回答数：594社） 

ヒューマン・スキルを重視する日
本の採用現場 

中堅・中小企業の採用のミスマッチ 
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6.9万人（4.8万人） 

13.4万人（10.8万人） 

16.4万人（17.4万人） 

8.9万人（11.7万人） 

30.3万人（40.3万人） 

13.4万人（16.3万人） 

10.4万人（11.5万人） 

4.2万人（4.5万人） 

300人未満 

300～999人 

1000人～4999人 

5000人以上 

従業員規模別大学新卒就職希望者数と求人数 

民間企業就職希望者数（上段） 求人数（下段） 

《リクルートワークス研究所「第２７回ワークス大卒求人倍率調査」
(2011年卒)（ ）は前年価》 

平成24 (2012)年12月1日時点

での大学新卒者の就職内定率
は75. 0% 

＜四年制大学卒業者の6%がニー
トに＞ 
平成24 (2012)年3月の四年制大
卒者約55万9000人を対象に5月1

日現在の状況を尋ねた学校基本
調査では，就職も大学院などへの
進学もしていない人は15.5%の8
万66 3 8人，初めて調査された

「進学も就職の準備もしていない」
人数はこのうち約4割の3万3584
人（出典：2013年3月、京都市・大

学コンソーシアム京都「大学のま
ち京都・学生のまち京都推進計
画」総括に向けた基礎調査報告
書より） 

産業別常用労働者及びパートタイム労働者の動き
（京都府・平成24年度） 

指数：平成22年＝100 単位：（人、％） 構成比は四捨五入 
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産業別常用労働者の雇用比率（京都府・平成24年） 
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考察 
ボリュームゾーンである、 
「製造業」：ブルーワーカーが多い 
「卸売・小売業」：半数が非正規 
「医療・福祉」：介護士等免許 
「宿泊業・飲食サービス業」：7割非正規 
「教育・学習支援業」：4割非正規 

高等教育修了者の労働市場は、労
働人口の観点からは、相対的に小
さな産業分野の多様な集積 

京都府の職業能力開発における課題 

◇産業の動向と企業ニーズを踏まえた人材育成 
◇非正規労働者に対する人材育成 
◇個々人に合った職業生涯を通じたキャリア形成支援 
◇技術・技能の継承とものづくり意識の啓発 
◇十分な教育訓練機会を得にくい求職者への支援 
◇人材育成に係るインフラ整備と公共・民間の連携強化 

京都ジョブパーク：第9次京都府職業能力開発計画（平成23年12月） 

→ 現実の対策：ものづくり系主体（高専含む公共職業能力開発施設の活用など） 

課題：個々人に即した高等教育課程修了（見込）者の人材育成、採用マッチング 
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中小企業新規学卒者 採用計画と採用実績（平成25年3月 ） 

 

注：合計の欄の数値は、技術系、事務系両方を採用した事業所の統計数値であり、技術系、事務系の
欄の数値はどちらか一方しか採用しなかった事業所も含んだ数値であるため、技術系と事務系の合計
は、合計欄の数値と必ずしも一致しない。 

出典：「京都府の労働事情」 平成25年度中小企業労働事情実態調査報告書から 
集計団体：京都府中小企業団体中央会（集計は全国中小企業団体中央会の一括処理による） 

単位：事業所数 社、その他は人 
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グローカル人材プロジェクトの試み：京都の蓄積 
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＜大学側の動向＞ 
・COLPU：一般財団法人「地域公共人材開発機構」（2009年） 
 地域公共政策士資格フレームの創設と運用 
・CUANKA：一般社団法人「京都府北部地域・大学連携機構」（2012年） 
 京都府北部地域における域学連携による人材育成・地域課題の解決 
・Glocal Center：ＮＰＯ法人「グローカル人材開発センター」（2013年） 
 京都の地元企業との連携によるグローカル人材の育成と採用マッチング 

＜行政の動向＞ 
1993年：大学のまち・京都２１プラン 
1998年：大学コンソーシアム京都 
2000年：キャンパスプラザ京都 
2009年：大学のまち京都・学生のまち京都推進計画（2013年度まで） 

・「産学公連携によるグローカル人材の育成と地域資格制度の開発」（産学連携） 
・「地域資格制度による組織的な大学地域連携の構築と教育の現代化」（地学連携） 
 （2012-2016） 

産学公連携によるグローカル人材の育成と地域資格制度の開発 

大学生（学部生・大学院生） 

平成24年度文部科学省大学間連携共同教育推進採択事業 

京都商工 
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京都経済 
同友会 龍谷 

大学 

佛教 
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京都産業 
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京都文教 
大学 

京都府立 
大学 

大学間 
連携 

京都 
経済団体 

京都経営者 
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「オール京都」「教育の社会化」 
による人材育成体制 

PBL開発支援 
基礎科目共同開発 
専門教育との融合 

PBL共同開発支援 
現場実践力向上のための
人材開発支援提供 

PBL(課題解決型学習)開発・運営 
学生事業部の運営 

学生事業部 

地域公共人材
開発機構 

質保障・外部評価機関 

京
都
市 

京
都
府 

成果報告会の開催 
OECDとの共催シンポジウム 
ＦＤ研究会の開催 
地域資格制度の開発 
産学公連携教育の推進 
運営協議会・幹事会の開催 

NPO法人グローカル人材開発センター 

連携・協働 

確かな公共マインドと冷静なビジネスマインドを備えた地域経済を支える人材＝グローカル人材を育成 

資格プログラムの提供 
・PBL科目 
・基礎科目 

グローカル人材能力（資格） 

地域資格制度の開発／ 
教育の質保障 

産学公連携のためのコーディネート 
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グローカル人材開発センターの設立 （ＮＰＯ、2013年） 

経済界との連携を軸とした大学地域連携センター 
地域経済活性化に対応するチーム 

まとめ 
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・産業界のスキル需要 
 → 狭い分野の職業能力を求めているわけではない 
 → スキルというよりも、人格（主体性、コミュニケーション力） 
・労働市場：広範な産業分野での求人、中小企業の採用ミスマッチ 
・四年制大学のスキル供給 
 → 従来は、知識教授型。教室内授業中心 
    主体性、コミュニケーション力育成の限界 

＜チャレンジ＞ 
・高等教育課程としての、主体性・コミュニケーション力の育成へ（PBLおよび専門とマッ
チしたインターンシップの開発） 
・産業界、大学界、行政（国・府・市）連携による、「教育の社会化」の実質的推進 
・大学の垣根を超えての科目運営、学生活動の支援 
 
☆以上を強力に推進するための、「グローカル人材育成プロジェクト/グローカル人材開
発センター」の発展 


